
決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円332 土 木 諸 費 142,996 75,324 効率的な公共事業執行体制の整備等土木部企画管理室 手 8,755 １ 公共事業における情報化の推進公 共 工 事 契 約 課 越 6,308 事 業 名 金 額 内 容用 地 対 策 課  60,261技 術 管 理 課 前年度繰越分 前年度繰越分 千円 公共工事等において電子入札システムの利用を行い、電子入札対象範囲6,309 6,309 を順次拡大当該年度分 当該年度分 土木一式、建築一式、舗装等の工事及び建設コンサルタント等の業務委談合防止対策としての136,687 69,015 15,995 託の入札に導入入 札 電 子 化 事 業 実施件数 1,127件成 果 指 標 19年度 20年度 21年度電子入札１件あたりの平均参加者数（名） － 8.3 16.5２ 用地補償業務の推進事 業 名 金 額 内 容千円用地事務専門研修事業 812 用地職員に対する専門的な用地関係知識の習得 受講者 ６名３ 行政情報の共有化の推進事 業 名 金 額 内 容千円 地理情報を各部局間で共有、蓄積、活用を図るため、基盤となるデータ及び利用環境を整備地 理 情 報 共 有 化 10,347 データ整備対象施設 49種類推 進 事 業 データ利用者育成研修の開催開催日 平成22年２月３日～10日 受講者 38名334 道路交通環境総務費 384,977 353,355 地域交通・生活交通の充実 217,096千円(道路・交通環境課) 使 17,107 事 業 名 金 額 内 容諸 50起 9,900 千円 広域的・幹線的バス路線維持対策費補助（国庫協調補助） 326,298 運行費補助経常収支率の低い広域的・幹線的バス路線を運営する事業者に対しバス生活交通対策事業 155,953 て補助することにより、過疎地域のバス路線を維持補助対象経費 運行欠損額補助対象路線 19路線23系統補助率 県1／2（国1／2直接）



車両購入費補助広域的・幹線的バス路線を運営する事業者のノンステップバス購入に対して補助することにより、高齢者等の利便性を向上補助対象経費 実購入費（上限あり）補助率 県1／3（国1／3直接）広域的・幹線的バス路線維持対策費補助（県単独補助）国庫補助対象外の広域的・幹線的バス路線を運営する事業者に対して補助することにより、過疎地域の基幹バス路線を維持補助対象経費 運行欠損額補助対象路線 ２路線２系統補助率 県1／2成 果 指 標 19年度 20年度 21年度県内路線バス運送人員数（千人） 60,838 59,079 51,671利用者減少により採算が悪化したバス路線を運営する事業者に対して、運行費に対する国庫補助の採算要件を満たすように補助することにより、過疎地域のバス路線を維持バス路線維持対策事業 18,104 補助対象路線 前年度までの補助対象路線のうち、経常収支率が45％以上55％未満の路線 ７路線９系統補助額 経常費用の55％と経常収益の差額過疎地域における移動手段の確保に関する計画を住民アンケート等によ過疎地域の移動手段 7,000 り策定確 保 事 業 モデル地域 五條市、野迫川村、十津川村リニア中央新幹線展の開催 県立図書情報館外２カ所リニア中央新幹線 2,289 リニア親子セミナーの開催 開催回数 ２回 参加者 70組158名建 設 促 進 事 業 国・鉄道事業者等への要望活動 10回関西国際空港に関する地方公共団体連絡協議会に参画し、関西国際空港関 西 国 際 空 港 11,000 の２期島内部水面側護岸の嵩上げ事業等を実施するための費用の一部を建 設 促 進 事 業 負担関西国際空港全体構想促進協議会に参画し、就航奨励一時金制度の活用関 西 国 際 空 港 4,000 により５航空会社５路線の誘致や物流ハブ化促進、貨物需要の創出によ利 用 促 進 事 業 り物流ハブ機能の強化を実施するための費用の一部を負担ヘリポートの管理運営を実施奈良県ヘリポート 18,750 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度運 営 事 業 発着回数（回） 695 715 734



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円336 交 通 調 査 費 612,760 216,636 観光交通対策の推進(道路・交通環境課) 国 37,746 １ 交通調査事業 180,364千円繰 71,701 事 業 名 金 額 内 容越 13,60493,585 千円 奈良公園周辺の総合的な渋滞対策及び奈良公園の魅力向上のため、周遊奈 良 中 心 市 街 地前年度繰越分 前年度繰越分 93,663 バスの運行や仮歩道の設置等の社会実験を実施し、恒久交通対策実施に交通対策検討事業19,268 19,268 向けた課題を抽出当該年度分 当該年度分593,492 197,368 ラッピングと内装をリフレッシュした観光列車をＪＲ桜井線・和歌山線翌年度へ繰越 に運行するとともに、運行情報を県ホームページに掲載ＪＲ観光列車運行事業 71,701377,522 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度ホームページアクセス件数（件） － － 1,596駅 を 中 心 と し た 御所駅、田原本駅、池部駅周辺の活性化を図るため、協議会を設置し、15,000まちづくり検討事業 駅周辺活性化計画について検討336 道 路 環 境 整 備 費 4,481,697 2,687,904 ２ 観光交通対策の推進(道路・交通環境課) 国 1,424,617 事 業 名 金 額 内 容負 5,144繰 24,000 自 律 移 動 支 援 千円 携帯電話による歩行者移動支援システムの構築50,000越 106,426 プロジェクト事業 ４カ国語対応移動支援端末の購入とコンテンツの構築起 1,025,700102,017前年度繰越分 前年度繰越分 安全・安心な交通安全施設の提供 2,637,904千円1,495,025 1,479,989 事 業 名 金 額 内 容当該年度分 当該年度分2,986,672 1,207,915 千円 「奈良の今後５カ年（平成21年度～平成25年度）の道づくり重点戦略」翌年度へ繰越 に基づく「選択と集中」による効率的・効果的な事業展開を推進する中1,757,023 で、通学路や歩行者の多い歩道をバリアフリー化することにより、安全で安心な歩行空間を確保するとともに、交通事故の多い幹線道路におい交通安全施設整備事業 2,602,888 て交差点の改良、登坂車線の設置や防護柵を整備することにより、交通事故の削減を推進補 助 事 業 2,479,791千円国道25号、165号、166号、168号、169号、県道木津横田線、奈良生駒線、天理環状線外36路線（全70工区のうち34工区完了）



県単独事業 123,097千円国道165号、166号、168号、169号、県道桜井田原本王寺線、御所香芝線、笠置山添線、上中下田線 ほか「道づくり重点戦略」に基づき、①計画過程の見える化、②道路管理者交 通 安 全 対 策 と警察との連携、③コストや早期事業効果発現の観点を重視した対策、26,500見 え る 化 事 業 ④効果の検証及び対策の改善、を重点的に実施する「奈良県みんなでつくる交通安全対策プラン」を策定特定交通安全施設 8,516 事故データの分析等を実施調 査 事 業338 道路橋りよう総務費 3,948,405 3,909,314 道路整備の推進道路・交通環境課 国 5,675 １ 道路管理事業道 路 建 設 課 負 19,775 事 業 名 金 額 内 容道 路 管 理 課 繰 46,724越 3,885 千円 直営分 道路パトロール、道路情報モニター等の実施道 路 管 理 事 業 328,318 3,833,255 委託分 遠隔地道路の管理等の実施前年度繰越分 前年度繰越分3,885 3,885当該年度分 当該年度分 ２ パークアンドライドシステムの実施3,944,520 3,905,429 事 業 名 金 額 内 容千円 パークアンドライドシステムの実施期間 春期 平成21年４月～５月の日祝日 ７日間パークアンドライド 秋期 平成21年10月～11月の日祝日 ９日間515シ ス テ ム の 実 施 場所 奈良教育大学構内駐車場、奈良阪駐車場成 果 指 標 19年度 20年度 21年度駐車実績（台） 2,096 1,796 1,714３ 道路整備計画の策定等 46,723千円事 業 名 金 額 内 容千円 「道づくり重点戦略」に基づき、①計画過程の見える化、②道路管理者奈 良 県 渋 滞 解 消 と警察との連携、③コストや早期事業効果発現の観点を重視した対策、27,035計 画 策 定 事 業 ④効果の検証及び対策の改善、を重点的に実施する「奈良県みんなでつくる渋滞解消プラン」を策定



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 宇陀周辺地域をモデルケースに、「道の駅」を活用して道路利用者に周遊を促す情報発信を行い、平城遷都1300年祭に向けた観光振興のためのデータを整理することにより、周辺情報の出し方の重要性や「道の駅」での情報発信の有効性を確認ドライバー向け中南和・ 道の駅での情報発信拠点の充実東部地域観光情報 19,688 針テラス 情報コーナーへの横断幕、誘導サインの設置 ほか発 信 事 業 吉野路大淀ｉセンター 情報コーナーの改修割引クーポン付きドライブマップの配布、割引クーポンの回収による観光客の周遊についての調査分析、評価ドライブマップ配布数 秋季 9,000部 冬季 15,000部４ 奈良県道路公社助成事 業 名 金 額 内 容千円 奈良県道路公社が第二阪奈有料道路建設時に実施した周辺環境対策にか奈良県道路公社助成 1,021,000 かる県貸付金を償還するための補助338 道 路 橋 り よ う 9,890,477 6,268,578 ５ 道路維持修繕事業 1,370,462千円維 持 管 理 費 国 2,682,965 事 業 名 金 額 内 容(道 路 管 理 課) 使 230,000手 630 千円 道路の陥没、照明器具、防護柵・高欄等の補修繰 365,027 緊急対応工事 2,090回道路施設維持修繕事業 1,189,316越 83,073 補 助 事 業 291,181千円諸 12,200 県単独事業 898,135千円起 1,921,900 972,783 草刈り前年度繰越分 前年度繰越分 道路施設環境整備事業 178,424 国道168号、県道奈良精華線、大和郡山環状線等132カ所1,689,299 1,689,299 道路清掃、冬期の雪寒対策当該年度分 当該年度分8,201,178 4,579,279 み ん な で ・ 地元自治会等が自主的に実施する草刈りや清掃活動等に対する支援2,722翌年度へ繰越 守 ロ ー ド 事 業 奈良市般若寺町自治会（県道木津横田線）外51団体3,284,824



６ 橋りよう維持補修事業事 業 名 金 額 内 容千円 橋梁の小破修繕、床版補強、塗装塗り替え工事などの小規模修繕橋りよう維持補修事業 33,432 県道大阪枚岡奈良線（東生駒歩道橋）外１橋７ 道路橋りよう保全整備事業 4,364,654千円事 業 名 金 額 内 容千円 特に崩落の発生箇所や兆候がある箇所を優先した法面対策工事等補 助 事 業 2,216,800千円 44カ所国道168号、169号、425号外２路線県道高野天川線、龍神十津川線、赤目掛線、大阪生駒線外11路線完了箇所国道169号（川上村北和田地区）、県道赤目掛線（曽爾村今井地道路災害防除事業 2,365,600 区）災害発生直後の崩土の除去や比較的小規模な法面対策工事等地域防災計画に指定された路線で道路災害の発生防止を図るための小規模な法面修繕工事県単独事業 148,800千円小規模法面対策工事 国道169号、県道川津高野線外７路線小規模法面修繕 国道370号外２路線低騒音舗装により、騒音を低減化沿道環境改善事業 233,500 国道369号（奈良市）、奈良生駒線（奈良市）、県道木津横田線（奈良市）損傷の著しい路面の舗装補修舗 装 補 修 事 業 1,103,954 国道165号、166号、168号、169号、309号、369号県道奈良生駒線、名張曽爾線、天理環状線、桜井吉野線外６路線緊急輸送道路上にかかる橋梁 耐震補強を重点的に実施老朽による腐食が著しい橋梁 補修を重点的に実施橋りよう補修事業 557,300 国道166号、168号、169号、369号外４路線18橋完了箇所杉谷橋、湯ノ原橋、御幸大橋、高橋、桜橋小橋、上ノ町陸橋、竜王橋「事後保全」から「予防保全」への方向転換に組織的に取り組み、道路橋りよう長寿命化 橋の安全・安心な通行の確保や維持管理コストの削減を図るため、「奈104,300修繕計画策定事業 良県橋梁長寿命化修繕計画」を策定対象 橋長15m以上の橋梁 726橋



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ８ 道路施設点検調査事業事 業 名 金 額 内 容千円 補 助 事 業 68,000千円トンネル調査 阪本トンネル（国道168号）外90カ所県単独事業 87,301千円道路施設点検調査事業 155,301 橋梁点検 新楓橋（国道425号）外76カ所路面調査 国道25号外４路線道路防災調査 国道168号、169号 ほか340 道 路 橋 り よ う 24,583,576 18,438,825 ９ 道路改良事業新 設 改 良 費 国 9,218,703 事 業 名 金 額 内 容(道 路 建 設 課) 越 237,265諸 205,623 千円 「奈良の今後５カ年（平成21年度～平成25年度）の道づくり重点戦略」起 8,166,700 に基づく「供用目標宣言路線（京奈和自動車道のアクセス道路）」及び 610,534 「重点整備宣言箇所（重要な幹線道路ネットワーク）」の整備前年度繰越分 前年度繰越分 主な供用箇所5,366,920 5,366,920 国道168号 川津道路 一 部 供 用 平成22年３月９日当該年度分 当該年度分 県道枚方大和郡山線 石 木 工 区 平成22年３月９日19,216,656 13,071,905 国道308号 三条道路 ４ 車 線 供 用 平成22年３月24日翌年度へ繰越 ※国道308号 大宮道路 ６車線暫定供用 平成22年４月16日5,911,733 ※国道165号 脇本道路 ２車線暫定供用 平成22年４月16日※県道大和高田広陵線 松 塚 工 区 平成22年４月16日注）※は平成22年４月供用箇所を記載中山間地域の生活道路における１．５車線的道路整備や狭隘区間の解消道 路 改 良 事 業 16,595,508 など地域の安全性の確保や活性化に寄与する道路整備主な供用箇所県道吉野室生寺針線 大野工区 平成21年４月28日大 和 高 田 桜 井 線 宮森工区 平成21年５月29日多 武 峯 見 瀬 線 上 工 区 平成21年12月18日天 理 王 寺 線 河合工区 平成22年３月８日補 助 事 業 14,538,841千円国道25号、165号、168号、169号、308号、309号、369号、425号県道枚方大和郡山線、西名阪スマートＩＣ（大和郡山広陵線）、天理王寺線、多武峯見瀬線、吉野室生寺針線、高野天川線、下市宗桧線外45路線県単独事業 2,056,667千円県道高畑山線、奈良大和郡山斑鳩線、河合大和高田線、五條高取線、吉野東吉野線、五條吉野線、川津高野線外56路線



10 中南和・東部地域における道路網整備計画の検討 45,649千円事 業 名 金 額 内 容千円 地域高規格道路の調査区間の事業化に向けた調査・検討五 條 新 宮 道 路 整備手法や優先順位等を定める整備計画策定のため、土砂災害発生時の20,998関 連 調 査 事 業 迂回路確保の難易や防災対策箇所の分布状況等から、特に早期の整備が必要な優先度が高い区間（５区間）を抽出する調査第４次明日香村整備計画の策定に合わせ、明日香村周辺の道路整備状況観光道路ネットワーク 21,651 を踏まえた広域観光ネットワーク等の課題を抽出し、ネットワークのあ計 画 策 定 事 業 り方を整理１．５車線的道路整備 中山間地域を中心とした道路ネットワークについて、視距改良や待避所3,000計 画 策 定 事 業 の設置などの１．５車線的道路整備を導入するための調査11 道路調査事業事 業 名 金 額 内 容千円 古都風致審議会や都市計画審議会で審議するための道路計画の策定及び道 路 改 良 事 業 等 64,480 基礎調査基 礎 調 査 事 業 県道桜井明日香吉野線、天理王寺線、大和郡山川西三宅線等12 市町村道路事業育成補助事 業 名 金 額 内 容市 町 村 道 路 千円 国や県の事業に密接に関連する市町村道を整備する市村に対する補助23,054整 備 事 業 費 補 助 補助先 橿原市、宇陀市、下北山村13 平城遷都1300年記念事業の推進 1,347,604千円事 業 名 金 額 内 容千円 交通の流入を抑制する仮設の郊外駐車場を整備平城宮跡駐車場（奈良西・木津川市・大和郡山市）平城遷都 1 3 0 0 年祭 1,307,604 交通方策の検討関連交通対策事業 公共交通利用促進にかかる広報、郊外駐車場への案内・誘導等の方策を検討



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容ＥＴＣを活用した 千円 奈良市中心市街地の渋滞対策と第二阪奈有料道路の利用促進のために、パークアンドバスライド 40,000 ＥＴＣ技術を有効活用し、平城宮跡駐車場（奈良西）でのパーク＆バス等 推 進 事 業 ライドの実効性を高めるため、ＥＴＣ路側機等の整備やシステムを構築14 第二阪奈有料道路の耐震化事 業 名 金 額 内 容千円 奈良県内の緊急輸送道路ネットワークの早期構築を図るため、第１次緊第二阪奈有料道路 急輸送道路に指定されている第二阪奈有料道路の耐震工事を実施する奈104,858耐 震 事 業 良県道路公社に対する助成耐震補強設計 竜田川高架橋、富雄川高架橋外８橋15 平城京ウェルカムゲート・プロジェクト事業事 業 名 金 額 内 容千円 平城遷都1300年祭を契機として、来県者への「おもてなしの心」を表す平城京ウェルカムゲー ものとして、平城京を守る四神（青龍、白虎、玄武、朱雀）をイメージ79,662ト・プロジェクト事業 したウェルカムゲートを設置国道24号、第二阪奈有料道路 40基342 直轄道路事業費負担金 8,280,000 8,279,258 16 直轄道路事業費負担金(道 路 建 設 課) 起 7,927,800 事 業 名 金 額 内 容351,458 千円 県の骨格軸である京奈和自動車道（国道24号）の「道づくり重点戦略」に基づく供用目標の達成及び、その他の直轄道路の整備促進のための県直轄道路事業負担金 8,279,258 負担国道24号、25号、163号、165号、168号、169号



344 河 川 維 持 修 繕 費 1,076,011 912,836 治水事業の推進(河 川 課) 国 229,317 １ 河川維持修繕事業 912,836千円負 1,950 事 業 名 金 額 内 容使 43,004手 260 千円 築堤部で点検の必要のある堤防及び通学路に利用されている堤防等の除財 4,025 草、河川断面を著しく阻害している堆積土砂の浚渫、護岸の小規模な修繰 374,441 河川維持修繕事業 812,728 繕259,839 堤防除草工 69河川 堆積土砂浚渫工 41河川前年度繰越分 前年度繰越分 護岸等修繕 10河川126,000 126,000当該年度分 当該年度分 地域住民に水に親しんでもらうなど、河川を快適な生活空間として活用河 川 清 掃 事 業950,011 786,836 53,077 するための堤防の除草[ 一 部 緊 急 雇 用 ]翌年度へ繰越 堤防除草工 ９河川96,645 ダム維持修繕事業 45,634 初瀬ダム、白川ダム、天理ダム、岩井川ダムの管理施設にかかる修繕より良い河川空間を創出するため、地元自治会やＮＰＯなどの団体が自主的に行う除草等の維持管理活動に対する支援地 域 が 育 む 1,397川 づ く り 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度事業参加団体数（団体） 7 18 22344 河 川 改 良 費 7,986,221 5,100,965 ２ 河川改修事業 5,100,965千円(河 川 課) 国 2,507,664 事 業 名 金 額 内 容繰 14,152越 289,483 千円 「浸水常襲地域における減災対策プログラム」に基づく、浸水常襲地域諸 18,150 の減災対策河川（16河川）等の重点整備起 2,050,900 減災対策河川 葛下川、高田川、地蔵院川、竜田川、富雄川、 220,616 紀の川、飛鳥川、三代川、菰川、広瀬川、新川前年度繰越分 前年度繰越分 尾張川、米川、寺川、布留川北流、小金打川2,375,050 2,372,529 河 川 改 修 事 業 4,668,322 流域に大きな資産が存する河川の改修、良好な河川空間の創出を図る河当該年度分 当該年度分 川の整備及び災害を予防する河川の改修5,611,171 2,728,436 補 助 事 業 4,031,212千円翌年度へ繰越 減災対策河川のほか、大和川、布留川南流、曽我川外７河川2,681,036 県単独事業 637,110千円乾川、菩提川、原川、飛鳥川 ほか



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 過去に被災した築堤河川の堤防の浸透に対する安全性にかかる調査を行堤防質的整備事業 88,000 い、洪水に対する安全性が相対的に低い箇所を把握点検調査 35箇所（全体91箇所）河川における諸般の計画策定や工事の実施、維持管理等にあたって重要河川情報システム な基礎資料となる雨量計や水位計の観測データの電子化等183,670整 備 事 業 雨量計 10基（全体21基）水位計 13基（全体29基）河川の環境整備を図る必要性が特に高い飛鳥川の堤防の除草や堆積土砂河川環境整備事業 26,453 の浚渫適正な河川管理を図るため、不法投棄や不法占拠の防止対策の実施県単河川美化事業 24,746 高田川外13河川河川空間を軸とした 河川空間を有効活用し、沿川福祉施設との連携による福祉のまちづくり福祉のまちづくり 9,849 を検討するための基礎調査や課題の把握検 討 事 業 検討箇所 飛鳥川（田原本町）大和川の水質ワースト上位脱却を目指し、流域住民が関心を持てるように水質の現状を見える化するとともに、農業用水を環境用水として有効大 和 川 水 質 19,543 活用する導水社会実験を実施改 善 事 業 モデル河川 菰川（奈良市）ＢＯＤ値の改善 5.5mg/ｌ → 3.8mg/ｌ河川環境の整備と保全を図り、河川の特性や地域の風土・文化などの実情に応じた河川整備を推進するため、平成23年度策定予定の淀川水系に河川整備計画調査事業 39,055 おける河川整備計画原案を作成するとともに、平成22年3月に計画変更した大和川水系（布留飛鳥圏域）における河川整備計画の変更原案を作成市町村事業と県河川事業を合併し、効果的な事業効果を上げるため、香受託河川改良事業 41,327 芝市と広陵町から河川改良事業等を受託葛下川（護岸工）、高田川（橋梁工）



346 砂 防 費 5,786,320 3,617,838 ３ 砂防事業 3,615,499千円(砂 防 課) 国 1,644,955 事 業 名 金 額 内 容負 54,396繰 32,245 千円 流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在越 177,243 する人家、耕地、公共施設等の保全起 1,505,400 補 助 事 業 1,243,903千円 203,599 事業箇所 寺垣内沢（下北山村）外22渓流前年度繰越分 前年度繰越分 通 常 砂 防 事 業 1,268,214 （保全対象 人家1,007戸 ほか）1,546,400 1,546,400 完了箇所 中戸川（葛城市）当該年度分 当該年度分 （保全対象 人家５戸、社会教育センター ほか）4,239,920 2,071,438 県単独事業 24,311千円翌年度へ繰越 樋野沢（御所市）外４渓流（水路整備 ほか）2,081,354 急傾斜地崩壊防止施設の設置等により、急傾斜地の崩壊による災害から生命を保全補 助 事 業 1,410,906千円事業箇所 大日川地区（五條市）外43地区（保全対象 人家724戸 ほか）完了箇所 寺垣内（ロ）地区（下北山村）外５地区急傾斜地崩壊対策事業 1,621,546 （保全対象 人家78戸 ほか）県単独事業 210,640千円事業箇所 片平地区（山添村）外10地区（保全対象 人家105戸 ほか）完了箇所 川上寺垣内地区（桜井市）外６地区（保全対象 人家83戸 ほか）地すべり防止施設等の新設等により、人家、公共建物、河川、道路等の公共施設等に対する地すべり等による被害を除去又は軽減補 助 事 業 287,360千円事業箇所 室生地区（宇陀市）外13地区（保全対象 人家1,043戸 ほか）地すべり対策事業 296,048 完了箇所 高井地区（宇陀市）外３地区（保全対象 人家49戸 ほか）県単独事業 8,688千円下渕地区（大淀町）外１地区（台風18号における災害箇所の復旧 ほか）



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容土砂災害情報相互通 千円 市町村を通じて土砂災害関連情報を住民に提供するシステムの構築57,680報システム整備事業 土砂災害警戒情報等配信システム 五條市、吉野町災 害 関 連 緊 急 地 台風18号における災害箇所（大淀町下渕地区）の復旧88,620す べ り 対 策 事 業 保全対象 人家 18戸 ほか補 助 事 業 14,374千円初田川（葛城市）外４渓流（砂防公園施設修繕外）砂防維持修繕事業 23,574 県単独事業 9,200千円武木地区（川上村）（集水井修繕外）市町村及び自主防災組織等の地域防災活動を支援するため、土砂災害防地域防災支援事業 2,037 災訓練の過去の実施事例及び既往資料を基に、奈良県土砂災害防災訓練（土砂災害対策） マニュアルを作成急傾斜の崩壊、土石流の恐れがある土地に関する調査を実施平成21年度指定箇所数土砂災害基礎調査事業 166,950 土砂災害警戒区域（イエロー区域） 2,159 箇所土砂災害特別警戒区域（レッド区域） 18 箇所台風18号における災害箇所の調査砂防関係調査事業 4,398 大淀町下渕地区大滝関連地すべり 地すべり変状把握のための調査1,103調 査 事 業 川上村人知地区危険箇所調査事業 避難所における斜面カルテの作成13,272（客観的危険度調査） カルテ作成箇所 244箇所災害復旧関連調査事業 72,057 国道369号、平原五條線、大和川外13カ所



346 ダ ム 建 設 費 1,583,123 810,909 ４ ダム建設事業 752,701千円(河 川 課) 国 325,019 事 業 名 金 額 箇 所 名 内 容負 9,941越 15,920 千円 ダムの建設により、老朽化した大門池堤防の漏水起 339,100 を解消するとともに、地震時の破堤による下流区 120,929 ダ ム 建 設 事 業 556,000 大 門 ダ ム 域の被害を軽減前年度繰越分 前年度繰越分 掘削土処分地整備工事、工事用進入路工事、240,400 240,400 一部ダム本体工事を実施当該年度分 当該年度分1,342,723 570,509 初瀬ダム 放流警報設備、警報局等の更新堰 堤 改 良 事 業 131,900 初瀬ダム、天理ダム翌年度へ繰越 天理ダム 一部貯砂堰堤工750,500 ダム管理施設の保守点検、維持管理ダ ム 管 理 事 業 64,801 天理ダム外３箇所 管理区域の除草・清掃348 直轄河川事業費負担金 1,627,000 1,626,791 ５ 直轄河川事業費負担金(河 川 課) 起 1,316,700 事 業 名 金 額 内 容310,091 千円 流域治水安全度の向上、浸水被害の軽減を目的として国が直接行う河川等の整備促進や適正な維持管理に対する県負担河川等の整備直轄河川事業負担金 1,626,791 大和川、紀の川、佐保川、木津川、大滝ダム河川等の維持管理大和川、木津川、紀の川、猿谷ダム ほか348 まちづくり推進総務費 834,375 767,079 都市計画事業の推進・景観づくりの推進(地域デザイン推進課) 国 22,349 １ 都市基盤の整備 58,993千円繰 2,909 事 業 名 金 額 内 容諸 12,879 728,942 都市計画に関する 千円 線引き、用途地域変更の素案及びマスタープラン改定素案の作成及び国8,160前年度繰越分 前年度繰越分 基 礎 調 査 事 業 関係機関との調整・協議20,000 12,244当該年度分 当該年度分 企業立地の適地と考えられる地域について、大和郡山市が行う土地活用企 業 立 地 促 進814,375 754,835 2,247 の実施計画の策定支援及び、企業立地を促進するまちづくりを検討する土地活用支援事業 ための基礎資料の整備



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容関西文化学術研究都市 千円 大学、研究開発型産業施設等を中心とするまちづくりを検討するための高山第２工区検討 17,044 基礎資料の整備調 査 事 業中南和振興のための 京奈和自動車道（仮称）橿原南・御所インター周辺における中南和地域京 奈 和 道 周 辺 15,729 の通勤圏内での雇用機会の創出を図るまちづくりを検討するための基礎まちづくり調査事業 資料の整備市町村の区域を越えて分担・連携するまちづくりの手法を検討するため広域的なまちづくり 3,843 の基礎資料の整備調 査 事 業 対象地域 大和高田市、香芝市、葛城市、広陵町ホテルを核とした 県営プール跡地と奈良警察署用地におけるホテルを核としたまちづくりまちづくり基本構想 11,970 を検討するための基礎資料の整備策 定 事 業２ 景観づくり・まちづくりの推進 37,630千円事 業 名 金 額 内 容千円 沿道モデル地区における景観づくりの基礎調査、地元関係者とのワークショップや花植え等を実施し、沿道の景観づくりの先例を確保景 観 づ く り 2,156 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度具 体 化 推 進 事 業 景観形成着手地区数（カ所） 1 2 3着手地区 大宮通り、城廻り線、近鉄八木駅前大宮通り沿道景観 平城遷都1300年祭を契機とした、大宮通り沿道の建築物・工作物の修景12,244整備助成モデル事業 に対し補助し、沿道の景観づくりの先例を確保まちづくり協議会が行う活動の支援及び「なら・まちづくりセミナー」ま ち づ く り 活 動 669 の開催により、住民主体のまちづくり活動を活性化推 進 事 業 モデル地区 吉野町吉野山地区 セミナー参加者数 約100名



成 果 指 標 19年度 20年度 21年度ＮＰＯ等によるまちづくり活動着手地区数（カ所） 4 6 8着手地区 大和高田市本町・市町、橿原市八木、桜井市三輪、桜井市初瀬、御所市名柄、葛城市竹ノ内、田原本町田原本、吉野町吉野山フォーラム等の開催及びＮＰＯとの協働による町家バンクネットワークの構築により、町家等の利活用の推進体制の基礎を整備町 家 等 の 利 活 用 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度1,037推 進 事 業 町家等利活用着手地区数（カ所） 1 3 5着手地区 橿原市今井町、桜井市初瀬、五條市新町、高取町土佐、明日香村雷下ッ道沿道における地域資源マップの作成及び地元によるもてなし活動下 ッ 道 沿 道 集 落 1,059 の支援により、下ッ道沿道での資源を活かしたまちづくりを啓発ま ち づ く り 事 業 関係市町 奈良市、大和郡山市、天理市、橿原市、田原本町ＮＰＯが運営するまちづくり拠点を整備するためのファンドへの拠出により、住民主体のまちづくり活動を活性化まちづくり拠点施設 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度20,000整 備 推 進 事 業 まちづくり拠点ファンド設置ＮＰＯ数（累計） － 2 4着手地区 桜井市初瀬、五條市新町、高取町土佐、明日香村雷まちづくりコンシェルジュ（県職員）と地元組織が協働してまちづくりマップを作成し、住民主体のまちづくり活動を活性化桜井市三輪地区、御所市名柄地区、田原本町田原本地区コンシェルジュによる 465 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度魅力ある地域創出事業 まちづくりマップ作成地区数（累計） － 3 6作成地区 大和高田市本町・市町、桜井市三輪、桜井市初瀬、御所市名柄、葛城市竹ノ内、田原本町田原本



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円350 街 路 事 業 費 13,657,569 12,130,418 ３ 街路事業 12,130,418千円(地域デザイン推進課) 国 6,843,646 事 業 名 金 額 内 容負 1,622,310越 164,359 千円 「奈良の今後５カ年（平成21年度～平成25年度）の道づくり重点戦略」起 3,470,400 に基づく「供用目標宣言路線（京奈和自動車道のアクセス道路）」及び 29,703 「重点整備宣言箇所（重要な幹線道路ネットワーク）」の整備前年度繰越分 前年度繰越分 供用路線2,932,532 2,932,531 ＪＲ桜井線（高架切替） 平成22年３月13日当該年度分 当該年度分 中和幹線（桜井東工区） 平成22年４月16日街 路 改 良 事 業 12,088,17910,725,037 9,197,887 大森高畑線、三条菅原線（暫定４車線） 平成22年４月21日翌年度へ繰越 補助事業 11,983,270千円1,481,141 ＪＲ関西線・桜井線、中和幹線、大森高畑線、三条菅原線、奈良西幹線外２路線県単独事業 104,909千円中和幹線、大森高畑線、三条菅原線、奈良西幹線、城廻り線都市計画施設整備 32,549 都市計画道路の整備手法の検討資料及び城廻り線の整備計画等の策定推 進 事 業 総合的な都市交通体系を築くための人の動き等の実態把握と動向予測を総合都市交通体系 4,650 するため、平成22年度に実施予定の本調査の事前調査及び調査計画の策調 査 事 業 定平城宮跡周辺地域 平城宮跡周辺地域における踏切除去の効果を検証するための基礎資料のにおける街路渋滞 5,040 整備対 策 検 討 事 業352 土 地 区 画 整 理 費 309,252 226,700 ４ 土地区画整理事業(地域デザイン推進課) 国 134,900 事 業 名 金 額 内 容負 38,900越 10,100 千円 平群駅西地区の土地区画整理事業を実施する土地区画整理組合に対して起 42,800 補助土地区画整理事業 226,700 補助を行うことにより、建物の移転を推進前年度繰越分 前年度繰越分 平成21年度末事業進捗率 10％32,200 32,200当該年度分 当該年度分277,052 194,500翌年度へ繰越80,500



352 公 園 事 業 費 3,774,893 2,424,443 ５ 公園事業 801,537千円(公 園 緑 地 課) 国 839,680 事 業 名 金 額 内 容使 115繰 1,954 千円 緑化フェア開催のため、大型テント等の施設の整備越 69,650 馬見丘陵公園諸 1,396 新県営プール建設のための検討・調査起 451,700 浄化センター公園 1,059,948 補助都市公園整備事業 569,900 老朽化した遊具や園地等の施設の整備前年度繰越分 前年度繰越分 大渕池公園、竜田公園、大和民俗公園453,577 453,576 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度当該年度分 当該年度分 県民一人当たり県営都市公園供用面積(㎡) 4.5 4.6 4.63,321,316 1,970,867翌年度へ繰越1,286,830 緑化フェア開催のための飲食・物販施設等の整備馬見丘陵公園単独都市公園整備事業 98,179 老朽化した水路や園地等の施設の補修大和民俗公園、奈良公園、竜田公園、浄化センター公園都市公園管理事業 来園者が快適に過ごせるための公園の維持管理運営127,295[ 一 部 緊 急 雇 用 ] 馬見丘陵公園、大和民俗公園、竜田公園、浄化センター公園馬見丘陵公園等の樹木に樹名板を取り付ける県民参加のイベントの開催公園樹木ふれあい事業 721 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度樹名板取付参加者数（名） 54 76 21ＮＰＯとの協働による、水辺のビオトープの創出及び水生植物等を観察できる観察通路の整備大 和 民 俗 公 園 842「花の谷」創出事業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度イベント参加者数（名） － － 300公園施設長寿命化 大渕池公園について、公園施設の安全性の向上を図るため、「（仮称）4,600計 画 策 定 事 業 公園施設長寿命化計画」の策定



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 平城遷都１３００年祭と国営公園化を契機とした観光振興（平城遷都１３００年祭）［「平成21年度 重点課題に関する評価」掲載課題］事 業 名 金 額 内 容千円 第27回全国都市緑化ならフェアに向けた諸準備フェア会場の設計及び整備全国都市緑化フェア 239,000 実施運営等各種レギュレーションの策定開 催 準 備 事 業 カウントダウンイベント等プレイベントの開催リーフレット等各種ＰＲグッズの作成平城遷都１３００年祭と国営公園化を契機とした観光振興（平城宮跡～奈良公園エリアの魅力向上）［「平成21年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 1,324,526千円事 業 名 金 額 内 容平 城 宮 跡 周 辺 等 千円 平城遷都1300年祭の開催に向け、平城京歴史館、大極殿院修景柵、横断799,058魅 力 向 上 事 業 防止柵、踏切設置等の公園施設の整備奈良公園を訪れる観光客が快適に過ごせる環境をめざした若草山麓園地奈良公園活性化事業 494,738 整備、五十二段改修、浮雲・東塔跡園地の園路・照明設備整備奈良公園の貴重な価値を国内外に発信し、来訪者の多様なニーズに対応奈 良 公 園 施 設 等 するため、新公会堂・シルクロード交流館の一体活用を図る渡り廊下及30,730魅力向上検討事業 び周辺園地の基本設計、飛火野周辺の整備を検討するための基礎資料の整備354 奈 良 公 園 管 理 費 359,128 339,091 奈良公園の管理 25,388千円(公 園 緑 地 課) 使 23,382 事 業 名 金 額 内 容諸 901314,808 千円 春日奥山道路（県管理区間）の料金収納委託有料施設管理事業 1,757 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度春日奥山道路利用台数（台） 9,464 9,512 9,473公 園 清 掃 事 業 23,631 奈良公園の清掃及び公衆トイレの清掃管理



356 下 水 道 費 179,066 171,671 大和川の水質改善(下 水 道 課) 国 9,833 事 業 名 金 額 内 容161,838 千円 汚濁負荷削減対策シミュレーションにより、大和川水質改善のために重点的に対策を行う11支川を抽出大和川水質改善事業 16,443 水質改善啓発を目的としたパンフレット作成・配布 5,000部浄化センター放流水質改善を行うための最適な運転方法のシミュレーションの実施356 住 宅 総 務 費 930,318 857,609 住宅整備の推進(住 宅 課) 国 142,078 １ 優良な住宅建設の促進 9,082千円使 536,704 事 業 名 金 額 内 容諸 9,179169,648 千円 住生活基本計画推進懇話会の開催前年度繰越分 前年度繰越分 奈良県住生活基本計画に基づく事業を体系的に進めるため、各事業の53,679 52,303 住 生 活 基 本 計 画 実施・進捗状況を踏まえ、今後の取組み及び重点的な施策について学846当該年度分 当該年度分 推 進 事 業 識経験者等の意見を聴く懇話会を開催876,639 805,306 第１回 高齢者の住まい・住み替え支援 平成21年12月１日第２回 奈良県住生活基本計画の見直し 平成22年３月29日住み替え支援制度の構築検討及びエリアマネジメントの推進高齢者が住みやすい奈良らしいコンパクトシティの実現に向け、郊外「 住 ま い の 奈 良 」 382 住宅地活性化のためのエリアマネジメント、まちなか居住、住み替え推 進 事 業 促進等を進めるため、市町村担当者等を対象にセミナー等を開催開催日 平成21年12月11日 参加者 18名良質な住まいづくりの支援住宅無料相談の実施住 ま い づ く り 535 開催回数 12回 相談件数 54件総 合 支 援 事 業 住まいづくり支援講座の実施開催日 平成22年１月10日 参加者 30名特定優良賃貸住宅 中堅所得者層を対象に優良な賃貸住宅の供給の促進を図るための家賃補7,319供 給 促 進 事 業 助 補助対象 ６棟60戸



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ２ 県営住宅の管理 521,504千円事 業 名 金 額 内 容千円 県営住宅の入退去、家賃徴収、施設維持・修繕等の管理管理戸数 45団地 8,374戸空家募集 募集戸数241戸（80戸） 応募倍率7.62倍（6.03倍）住 宅 管 理 520,985 （注）（ ）内は福祉向け住宅で内数平成19年度より指定管理者制度を導入(売間・稗田団地 全体の14.9％)入居者対策家賃滞納者住宅明渡請求提訴 22件退去者の滞納家賃の徴収を民間債権回収会社に委託退 去 滞 納 者 519 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度家 賃 収 納 事 業 過年度の徴収率（％） 22 22 22３ 住宅新築資金等貸付事業費補助 128,070千円事 業 名 金 額 補 助 対 象 団 体 事 業 内 容千円 償還期間延長に伴う借受金の利息額増特 定 助 成 事 業 61,374 桜井市外22市町村 分の助成(S53～S61に貸し付けた債権)大和郡山市外13市町村償還推進助成事業 66,696 償還事務等に要する費用の一部助成一部事務組合４ 地域住宅モデル普及推進事業事 業 名 金 額 内 容千円 奈良県の地域特性を活かした長寿命の住宅供給を促進するため、モデル地 域 住 宅 モ デ ル 52,303 となる展示住宅の整備等に補助普 及 推 進 事 業 補助対象 ３事業者358 住 宅 建 設 費 626,469 345,970 ５ 県営住宅建替事業(住 宅 課) 国 136,272 事 業 名 金 額 内 容使 6,122諸 7,247 千円 小泉団地を建て替えることにより、高齢者や障害者の方に対応できる住起 195,000 県 営住宅建替事業 60,634 戸を確保 1,329 小泉団地第２期造成工事等翌年度へ繰越160,600



６ 県営住宅ストック総合改善事業事 業 名 金 額 内 容千円 個別改善団地の空き住戸を対象とした高齢化対応等の改善等により、居住性及び住環境を向上外壁改善及び屋上防水 纒向団地（外壁４棟、防水２棟）県営住宅ストック 216,794 受水槽改善 秋津団地（３棟）総 合 改 善 事 業 都市ガス埋設管取替 売間団地、北和団地デジタル放送改修 紀寺団地、六条団地、姫寺団地、平城団地、六条山団地、稗田団地、天理団地７ 県営住宅未活用空家リニューアル事業事 業 名 金 額 内 容千円 未活用空家の内壁断熱改修、床の段差解消等により、県営住宅の居住水県営住宅未活用空家 48,501 準を向上、ストックを長寿命化リニューアル事業 北和団地、纒向団地 計20戸８ 公共下水道切替事業事 業 名 金 額 内 容千円 既存浄化槽設備の撤去、公共下水道への切替接続を行い、県営住宅の水公共下水道切替事業 18,607 質汚濁防止及び環境保全を確保 南和団地360 建 築 指 導 費 140,791 102,004 防犯・防災・交通事故対策（防災・危機管理）［「平成21年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 2,917千円(建 築 課) 国 36,287 事 業 名 金 額 内 容手 16,695繰 9,110 千円 建築物の耐震化知識普及事業 39,912 県民向け講演会を開催することにより、耐震化の重要性を喚起翌年度へ繰越 地震災害建築物被害 開催日 平成21年10月14日 参加者 161名8798,789 軽 減 対 策 事 業 小学校への出張講座により、教育の場での知識普及を促進 ４回成 果 指 標 19年度 20年度 21年度県民向け講演会参加者数（名） 202 212 161



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 既存木造住宅耐震診断支援事業昭和56年の新耐震基準以前に建てられた木造住宅の耐震診断に要する経費の一部を助成1035 対象 財政力指数0.7未満の市町村大和高田市外24市町村 138戸成 果 指 標 19年度 20年度 21年度市町村が補助する耐震診断実施件数（件） 480 459 317特殊建築物等耐震診断支援事業全ての住宅と多数の者が利用する建築物の精密な耐震診断に要する経費の一部を助成58 対象 財政力指数0.7未満の市町村宇陀市 １棟成 果 指 標 19年度 20年度 21年度市町村が補助する耐震診断実施件数（件） 3 2 5既存木造住宅耐震改修支援事業昭和56年の新耐震基準以前に建てられた木造住宅の耐震改修に要する経費の一部を助成475 対象 財政力指数0.7未満の市町村五條市外４市町 ７戸成 果 指 標 19年度 20年度 21年度市町村が補助する耐震改修実施件数（件） 29 32 28住宅・建築物耐震対策促進協議会事業住宅・建築物の地震被害軽減の観点から、県、市町村及び民間関係団114 体で構成する奈良県住宅・建築物耐震化促進協議会を運営総会開催日 平成21年６月５日出 席 委 員 27委員耐震技術者派遣事業民間建築物の所有者等が参加する耐震研修会等へ専門家を派遣356 派遣回数 ７回成 果 指 標 19年度 20年度 21年度耐震技術者派遣回数（回） 8 5 7行政情報の共有化の推進事 業 名 金 額 内 容千円 建築基準法上の道路情報をデータベース化し、建築物を建てられる道路建築基準法指定道路 58,778 を明確化等 調 査 事 業 香芝市外６町 724km



安全で住みよいまちづくりの推進１ 住みよいまちづくりの推進事 業 名 金 額 内 容千円 特定施設の設置に伴う届出に対する指導助言及び整備基準適合施設への適合証の交付により、建築物の福祉的整備を推進届出件数 127施設（累計 3,129施設）住 み よ い 福 祉 の 120 適合証の交付 29施設（累計 619施設）まちづくり推進事業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度適合証交付件数（件） 35 40 29２ 災害に強いまちづくりの推進（建築物対策） 3,104千円事 業 名 金 額 内 容千円 一定規模以上の建築物について、構造計算適合性判定を行い、当該建築物の安全性を確保構 造 計 算 適 合 性 申請件数 ２件1,675判 定 等 推 進 事 業 講習会を開催し、構造計算審査体制を強化講習会開催日 平成21年12月22日・平成22年１月28日参 加 者 35名被災建築物応急危険度判定士を養成・登録を行うことにより、地震発災時における二次的被害の防止体制を整備被災建築物応急危険度 1,053 新規登録者数 186名（登録者数 1,181名）判 定 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度登録者数（名） 1,219 1,222 1,181なら安全安心住まい・まちづくり協議会を運営し、建築物の安全安心施奈良県建築物安全安心 策の実施376実 施計画推進事業 「住まいと暮らしのフェスタ（建築物安全安心フォーラム）」の開催開催日 平成22年１月10日・11日 参加者 約3,500名３ 災害に強いまちづくりの推進（宅地対策）事 業 名 金 額 内 容千円 被災宅地危険度判定士を養成・登録を行うことにより、地震発災時における二次的被害の防止体制等を整備被 災 宅 地 危 険 度 303 新規登録者数 19名（登録者数 277名）判 定 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度登録者数（名） 238 267 277


